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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第45期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

３．第44期中、第44期、第45期中および第46期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり中間(当期)純損失であるため記載しておりません。 

４．第45期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高(百万円) 17,128 19,245 17,865 38,044 42,992 

経常利益又は経常損失(△)(百万

円) 
△1,663 △476 △571 △1,848 910 

当期純利益又は中間(当期)純損失

（△）(百万円) 
△3,104 △356 △5,453 △3,221 162 

純資産額(百万円) 52,162 50,834 44,792 51,582 50,841 

総資産額(百万円) 65,751 64,617 57,998 66,024 65,117 

１株当たり純資産額(円) 1,125.35 1,119.65 1,006.45 1,123.81 1,133.84 

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり中間(当期)純損失金額

（△）(円) 

△66.68 △7.82 △122.32 △69.74 3.59 

潜在株式調整後１株当たり中間 

(当期)純利益金額(円) 
－ － － － － 

自己資本比率(％) 79.3 78.4 77.1 78.1 78.0 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー(百万円) 
802 977 3,309 1,353 2,552 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー(百万円) 
202 △2,454 △862 △696 △2,487 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー(百万円) 
△639 △536 △638 △1,062 △932 

現金及び現金同等物の中間期末 

(期末)残高(百万円) 
15,941 13,156 16,109 15,170 14,301 

従業員数(人) 2,142 2,093 1,876 2,085 1,846 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第45期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

３．第44期中、第44期、第45期中および第46期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり中間(当期)純損失であるため記載しておりません。 

４．第45期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高(百万円) 13,604 15,263 15,588 30,302 34,621 

経常利益又は経常損失(△)(百万

円) 
△1,921 △605 △702 △2,656 281 

当期純利益又は中間(当期)純損失

（△）(百万円) 
△3,222 △294 △5,555 △3,635 358 

資本金(百万円) 31,457 31,457 31,457 31,457 31,457 

発行済株式総数(千株) 51,895 51,895 50,000 51,895 51,895 

純資産額(百万円) 51,493 49,786 43,881 50,616 50,039 

総資産額(百万円) 62,638 61,589 55,812 62,459 62,987 

１株当たり純資産額(円) 1,110.91 1,099.97 987.72 1,103.04 1,117.51 

１株当たり当期純利益金額又は中

間(当期)純損失金額（△）(円) 
△69.21 △6.45 △124.60 △78.37 7.92 

潜在株式調整後１株当たり中間 

(当期)純利益金額(円) 
－ － － － － 

１株当たり配当額(円) － － － － 7.50 

自己資本比率(％) 82.2 80.8 78.6 81.0 79.4 

従業員数(人) 1,556 1,556 1,545 1,525 1,524 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、事業部門別に区分できない管理部門に所属しているもの

であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

情報処理・通信サービス 493 

ソフトウェア開発 732 

システム提供サービス 373 

その他システム関連サービス 114 

全社（共通） 164 

合計 1,876 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,545 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の情報サービス産業は、ゆるやかな景気拡大を受けて金融機関をはじめとする企業の活発な情

報化投資が続き、堅調に推移いたしました。しかしながら、短納期、低価格、高品質への要請の強まりや提案の高度

化など、お客さまの厳しいニーズへの対応が求められております。 

 このような市場環境の下で当社グループ（当社・連結子会社。以下同じ。）は、中期経営計画にしたがって、公

共、金融、産業の各分野においてターゲットを絞り込むとともに、強い需要がある分野には積極的に人的資源をシフ

トするなど、機動的な事業活動を展開いたしました。 

 さて、当中間連結会計期間の業績は、グループ会社の減少による約18億円の減収要因がありましたが、金融機関向

け事業などが牽引し、売上高は178億65百万円と、前年同期比7.2％減の約14億円の減収に留まりました。  

 しかしながら、地方自治体向け事業において、利益率が高い新規パッケージライセンス販売の計画未達による利益

減少があったほか、導入にかかる作業工数の増加や一部業務の稼働時期の下期へのずれ込み、コスト改善対策の遅延

等などが重なった結果、営業損益は6億12百万円の営業損失となりました。経常損益もこの影響で5億71百万円の経常

損失に転じました。なお、金融機関をはじめとする民間企業向け事業やグループ会社の事業については、期初計画に

沿って進捗しており、収益も確実に確保されております。 

 特別損益では、地方自治体向け事業にかかるソフトウェア資産の評価減（注１）約23億円など合計24億78百万円の

特別損失を計上いたしました。その結果、税金等調整前中間純損益は、29億14百万円の損失となりました。加えて、

繰延税金資産の一部取崩し（注２）による約24億円を法人税等調整額として計上したため、中間純損益は、54億53百

万円の純損失となりました。 

（注１）ソフトウェア資産の評価減について 

 当社の得意とする市役所を中心とした大規模自治体市場では、基幹系情報システムのプラットフォームをメインフ

レーム方式からオープン化方式へ切り替える需要が活発化しております。地方自治体の厳しい財政状況において、今

後の情報化ニーズの拡大に対応するためには、オープン化によるコスト削減が不可欠であり、今後も需要が継続する

ものと考えております。 

 当社の「WebRings（ウェブリングス）」は、これらの需要に応える先進的なパッケージシステムとして豊富な導入

実績と高い知名度を有しております。しかしながら、近年は市場競争が激化しており、パッケージシステムとしては

高く評価されるものの、厳しい受注環境にあります。 

 そこで当中間連結会計期間において、「WebRings」のソフトウェア資産の再評価を実施し、22億77百万円の評価減

を行うことといたしました。これにより今後の償却費負担の軽減が図れ、受注拡大に弾みがつくものと考えます。 

（注２）繰延税金資産の一部取崩しについて 

 当社が計上しておりました繰延税金資産の回収可能性について、業績の動向等を踏まえ、慎重に検討した結果、繰

延税金資産の一部を取崩すことといたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間において、法人税等調整額に24億44百万円を計上いたしました。 



事業部門別売上高の動向は次のとおりであります。 

事業部門別売上高 

 情報処理・通信サービス部門は、グループ会社の減少の影響を受けて前年同期比4.6％減の68億22百万円となりま

したが、クレジット会社、業界団体、医療サービス業向けなどの新たな業務が増加しております。今後も同部門は、

災害や情報セキュリティ対策などを目的とする需要も加わり、順調に拡大していくものと期待されます。 

 ソフトウェア開発部門は、前年同期比14％減の59億5百万円となりました。これは、銀行業向け開発、運輸や通信

などの民間企業向け開発が拡大しましたが、グループ会社の減収幅が大きかったほか、保険業、製造業、準公共団体

向けなどが減収となったためです。 

 システム提供サービス部門は、前年同期比2.4％減の34億2百万円となりました。地方自治体向け事業においては、

基幹系の新規受注が不振でしたが、既受注団体への導入作業などがカバーして、ほぼ横ばいの結果となりました。一

方、損益面では損失を計上しましたが、この要因は下期に影響を与えるものではなく、通期では営業利益を計上でき

ると考えております。 

 その他システム関連サービスは、前年同期とほぼ同額の17億34百万円（前年同期比0.4％減）となりました。 

業種分野別売上高の動向は次のとおりであります。 

業種分野別売上高 

 公共分野の売上高は、前年同期比18.1％減の41億42百万円となりました。グループ会社の減少や準公共団体向けの

ソフトウェア開発やシステム提供の売上減によるものです。主力である地方自治体向け事業は、導入作業が終わった

団体向けの運用や保守が増加する一方、「WebRings」の新規受注減があり、差し引き微減となりました。 

 金融分野の売上高は、前年同期比8.4％減の65億11百万円となりました。これは、グループ会社の減少による減収

要因が も大きく、次に開発フェーズの端境期となった損害保険業向け開発の減収によるものです。一方、開発ピー

クを迎えたメガバンク向けが牽引し銀行業をはじめ証券業、生命保険業向けは増収となりました。 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日）

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 1日 

至 平成19年9月30日）

  

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成19年3月31日）

 事業部門 
金額 

（百万円） 

構成比 

（%） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（%） 

対前年 

中間期 

増減率 

（%） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（%） 

情報処理・通信サービス  7,152 37.2 6,822 38.2 △4.6 14,686 34.1 

 ソフトウェア開発 6,864 35.7 5,905 33.1 △14.0 14,317 33.3 

 システム提供サービス 3,487 18.1 3,402 19.0 △2.4 10,221 23.8 

その他システム関連 

サービス 
1,741 9.0 1,734 9.7 △0.4 3,767 8.8 

 合   計 19,245 100.0 17,865 100.0 △7.2 42,992 100.0 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日）

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 1日 

至 平成19年9月30日）

  

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成19年3月31日）

 業種分野 
金額 

（百万円） 

構成比 

（%） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（%） 

対前年 

中間期 

増減率 

（%） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（%） 

公   共 5,057 26.3 4,142 23.2 △18.1 12,612 29.3 

金   融 7,109 36.9 6,511 36.5 △8.4 14,685 34.2 

産   業 7,077 36.8 7,211 40.3 1.9 15,694 36.5 

 合   計 19,245 100.0 17,865 100.0 △7.2 42,992 100.0 



 産業分野の売上高は、前年同期比1.9％増の72億11百万円となりました。グループ会社の減少影響が少なかったこ

と、サービス業向けの情報処理やソフトウェア開発などが増加したことが主な増収要因です。一方、製造業向けは長

期的に取り組んできた開発案件がピークアウトした影響を受けて減収となっております。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結キャッシュ・フローは次のとおりです。 

 営業活動によるキャッシュ・フローが前中間連結会計期間より大幅に増加し、投資活動・財務活動によるキャッシ

ュ・フローをあわせて、18億7百万円の増加となり、現金および現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、161

億9百万円（前年同期比22.4%増）となりました。  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、33億9百万円（前年同期比238.6%増）となりました。売掛債権の回収などをはじ

めとした営業収入は順調であり前年同期と比較して大幅に増加いたしました。  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 ソリューションソフトへの開発投資を前年度より減少させた結果、投資活動により使用した資金は8億62百万円

（前年同期比64.9%減）となりました。  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において、配当金の支払や自己株式取得を実施したことにより、財務活動に使用した資金は、

6億38百万円（前年同期比19.1%増）となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため当中間連結会計期間における事業部門別の生産実績を示すと、次

のとおりであります。 

 （注）１．金額は、売価換算によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため当中間連結会計期間における事業部門別の受注状況を示すと、次

のとおりであります。 

 （注）１．ソフトウェア開発業務以外につきましては、継続業務が大半であり、サービス内容も多岐にわたり把握する

ことが困難なため、ソフトウェア開発業務についてのみ記載いたしました。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

情報サービス    

情報処理・通信サービス（百万円） 6,697 93.6 

ソフトウェア開発（百万円） 6,150 87.1 

システム提供サービス（百万円） 3,009 58.4 

その他システム関連サービス（百万円） 1,735 107.4 

合計 17,593 83.8 

事業部門の名称 
受注高 

（百万円） 
前年同期比（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

ソフトウェア開発 5,547 106.2 4,494 104.4 



(3）販売実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため当中間連結会計期間における事業部門別の販売実績を示すと、次

のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

・当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）について 

 ①基本方針の内容 

 当社は、中期経営計画のもとで、情報システムの設計・開発からシステム稼動後の運用・保守までの一貫したソリ

ューション・サービスを提供することを基本戦略と位置付け、当社独自の特色・強みを一層追求・発揮することで、

企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくことを図っております。 

 他方、近時、わが国の資本市場においては、新しい法制度の整備や企業構造・企業文化の変化等を背景として、対

象となる会社の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、突如として大量の株式の買付を強行するとい

った動きが顕在化しつつあります。もとより、当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う

買付提案に応じるべきか否かの判断は、 終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものであります。 

 しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、取締役会や株主が買付の条件等について

検討あるいは取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した

条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値・株主共同の利益に資

さないものも少なくありません。 

 とくに、当社は、お客様との間で長期的な信頼関係・取引関係を確立し、安定的に長期的なサービスを提供できる

開発・技術体制、人材体制、設備体制、管理体制、セキュリティ体制および財務体制の実現を図り、もって、企業価

値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくことに邁進しておりますが、これらが当社の株式の買付を行う者

により十分に理解され、中長期的に確保され、向上させられなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀

損されることになります。 

 また、当社の企業価値の源泉である当社独自の特色・強みは、当社のノウハウ、経験の集積である各種ソフトウェ

アを、特定の業種・業態向けにパッケージまたはツールという形で商品化した「ソリューション・ソフト」に代表さ

れるソフトウェア資産、ノウハウ、経験の集積である無形の資産にあります。したがって、外部者である買収者から

買収の提案を受けた際に、株主の皆様が当社のこうした無形の経営資源の価値を正しく評価し、かかる経営資源に基

づく将来の経営計画の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する事項等、様々な事項を適切に把握した上で、当該

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

情報サービス    

情報処理・通信サービス（百万円） 6,822 95.4 

ソフトウェア開発（百万円） 5,905 86.0 

システム提供サービス（百万円） 3,402 97.6 

その他システム関連サービス（百万円） 1,734 99.6 

合計 17,865 92.8 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

相手先 金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

ジブラルタ生命保険株式会社 2,096 10.9 1,949 10.9 



買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を短期間で適切に判断することは、必ずしも容易ではありませ

ん。 

 こうした事情に鑑み、当社株式に対する買付が行われた際に、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あ

るいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付者と交渉を行う

こと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止できる体制を整えるこ

とが必要不可欠であります。 

 このため、当社は、平成18年６月23日開催の当社第44回定時株主総会において、株主の皆様に当社定款の変更をご

承認いただいた上で、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の基本方針の決定をご承認決議いた

だきました。さらに、同日開催の当社取締役会において、本基本方針に基づく具体的な対応策の決定を決議いたしま

した。 

 ②具体的な取組みの内容 

 当社は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上を目的として、当社取締役会において本基本方針に基づく

具体的な対応策を決議し、その内容を株式会社東京証券取引所における適時開示、当社事業報告等の法定開示書類に

おける開示、当社ホームページ等への掲載等により周知させることにより、当社株式に対する買付を行う者が遵守す

べき手続があること、および当社が差別的行使条件付新株予約権の無償割当てを実施することがあり得ることを事前

に警告することをもって、当社の買収防衛策といたしております。 

 当社株券等の保有者の保有割合が20％以上となる買付等を行う買付者等は、当該買付等の実行に先立ち、当社に対

して、買付者等の詳細、買付等の目的、方法および内容、買付価格の算定根拠、買付資金の裏付け、買付後の当社グ

ループの経営方針、その他別途当社取締役会が定める情報および当該買付者等が買付等に際して当社の手続を遵守す

る旨の誓約文言等を記載した書面を、当社の定める書式により提出するものとします。当社取締役会は当該書面を受

領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供し、独立委員会がこれを必要情報として不十分と判断した場合には、

買付者等は、独立委員会の求めに従い追加情報を提出するものとします。 

 買付者等が上記の手続に従うことなく買付を行う等、買付者等による買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を

害するおそれがあると認められる場合には、当社は、当社取締役会決議により、当該買付者等による権利行使は認め

られないとの行使条件および当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条

項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全ての株主に対して、その保有する

株式１株につき本新株予約権２個を上限として、当社取締役会の決議をもって別途定める割合で無償にて割り当てま

す。 

 本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、当社取締役会の恣意的判断を排するた

め、当社社外取締役、当社社外監査役または社外の有識者で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委

員会の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしております。

 独立委員会は、買付者等および当社取締役会から情報提供が充分になされたと認めた場合、 長60日間の検討期間

（ただし、必要な範囲で延長・再延長を行うことができます。）を設定し、買付等はこの検討期間が経過した後に初

めて実施され得るものとします。 

 独立委員会は、検討期間内において、買付者等および当社取締役会から提供された情報・資料に基づき、当社の企

業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買付等の内容の評価・検討等を行い、買付者等が上記の情報提供

および検討期間の確保その他当社の手続を遵守しなかった場合、または、当社の企業価値・株主共同の利益に資さな

いものである場合には、当社取締役会に対し、本新株予約権の無償割当ての実施を勧告します。 

 ただし、独立委員会は、当該勧告後に買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなった場合、また

は上記勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による買付等が新株予約権の無償割当ての実施

に該当しないと独立委員会が判断するに至った場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施

しないことを勧告します。 

 また、独立委員会は、当社の費用により、独立した第三者である専門家の助言を得ることができます。 

なお、本対応策の詳細につきましては、当社ウェブサイト（ホームページhttp://www.ines.co.jp）に掲示しており

ます。 

 ③具体的な取組みの合理性の判断 

 ａ．買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 

 経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収

防衛策に関する指針」の定める三原則『企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原



則、必要性・相当性の原則』を完全に充足しております。 

 ｂ．株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

 当社株式に対する買付等が行われた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取

締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等

を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的で導入しており

ます。 

 ｃ．株主意思を重視するものであること 

 当社は、平成18年６月23日開催の当社第44回定時株主総会における本基本方針の承認可決の決議に基づき導入を決

定しております。また、その有効期間を約３年間としており、かつ、その有効期間の満了前であっても、当社株主総

会において本基本方針の変更または廃止の決議がなされた場合には、変更後の基本方針に従うよう速やかに変更また

は廃止することになり、買収防衛策の存続および内容は、当社株主総会の意思に基づくものとしております。 

 ｄ．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

 当社は、買収防衛策の導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排するため、当社取締役会から独立している委

員３名以上により構成する独立委員会を設置し、その勧告を 大限重視することとしております。また、独立委員会

の委員は、当社社外取締役、当社社外監査役、または社外の有識者から選任し、これを公表しております。 

 ｅ．合理的な客観的発動要件の設定 

 当社取締役会は、独立委員会の勧告を受けて、これを 大限尊重し、本新株予約権の無償割当ての実施または不実

施等を 終的に速やかに決定し、その決定を行った場合は、速やかに当該決定の概要等について、情報開示を行いま

す。また、予め定められた合理的客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定しており、当社取締役

会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、急激な変化を続けている社会環境の中で、新たな社会ニーズを見据え、今後の事業の中心となる

製品・サービスの研究開発および長期的成長の基盤となる基礎的研究や新技術の研究に注力しております。なお、当

中間連結会計期間中の研究開発活動に要した研究開発費は93百万円であります。 

 

(1) 今後の事業の中心となるソリューションサービスおよびコアシステムの研究開発 

 社会、経済の構造が情報をベースとしたものに大きく変化し、今や情報は単なるデータではなく、経営上の重要な

資産となりました。情報活用を前提とした新しいビジネスモデルや技術革新により実現・実用可能となる新サービス

が続々と誕生しています。当社グループは、このような変化に対応すべく、今後の事業展開において中心となるソリ

ューションサービスおよびそのコアシステムを独自の視点で選択し、実用化に向けた研究および開発を行っておりま

す。 

 

・より付加価値の高い情報システムをめざして 

 ユビキタス社会の基盤ツールとして注目が急速に高まっているRFID（無線ICタグ）技術の実装化に向け実証実験に

取り組んでいます。具体的には、資材管理をベースにした実験システムを構築し、距離、移動、同時認識などの性能

面での検証や書き換えによる循環利用などの運用面での検証などを行い、その実効性を研究いたしました。また、各

事業部と連携を取りながら当社グループが構築・提供している多様な業種・業態向けの情報システムへの活用検討を

実施しました。安全性や費用対効果などの課題はあるものの、従来の情報システムの付加価値を高める有望なインタ

ーフェースとして今後も研究を続けてまいります。 

  

・グリット・コンピューティング技術の応用 

 企業や官公庁の大規模データ処理に対して、グリット・コンピューティング技術を用いたPCサーバ・クラスタで負

荷分散を図るソリューションの研究開発に取り組みました。グリット・コンピューティング技術を用いることで、オ

ンデマンドで計算能力を増加することが可能となります。これによって、例えば、年に一度の大量データ処理のため



にメインフレームを使用する必要がなくなり、リアルタイム処理から大量バッチ処理までをオープン技術でカバーす

ることで、大幅なコスト削減が期待できます。特に大量の帳票作成や出力するためのソリューション技術の研究を行

いました。 

 

(2) 長期的成長の基盤となる基礎的研究および新技術の研究 

 基礎的な研究や新技術の研究につきましては、長期的な視点を持って当社グループの成長の基盤となることを基本

に、当社総合研究所に設置した技術本部において実施しております。必要に応じて国内外の関連学会、研究機関との

交流を行い、活発な研究活動を行っております。 

  

・ビジネス情報の可視化の研究 

 広範なビジネスデータを多くの視点から視覚化し、その傾向や特徴を直感的に捉えるための支援技術を、BI（ビジ

ネス・インテリジェンス）のツールとして実用化する応用研究を行っております。また、業務システムに対して、ユ

ーザとの共通理解を深めるための業務プロセスなどのUMLによる視覚化についても実用を含め応用研究を行っており

ます。この成果を応用技術・システムとしてソフトウェア特許の出願を行いました。また、ビジネス情報の可視化ツ

ールは、「クレールスコープ」という名称で商標登録を行っております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 175,477,400 

計 175,477,400 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月19日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容 

普通株式 50,000,000 50,000,000 

㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

（各市場第一部） 

－ 

計 50,000,000 50,000,000 － － 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成15年6月26日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、取締役および従業員に対し、特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを平成15年６月26日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に上記に定める新株予約権１個当たりの目的と

なる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付され

た証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自

己株式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。なお、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株

式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

  また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする

ときは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社取締役または従業員であることを要する。

ただし、当該地位を失った後も、６ヶ月間に限り、これを行使することができる。 

②新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

③その他の権利行使の条件については、平成15年６月26日開催の当社第41回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 640 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 64,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 872（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格  872 

１株当たり資本組入額 436 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

  分割・併合の比率 

      （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

  （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



３．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、取締役会の決議をもって新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については取締役会の決議をもって無償で消却することが

できる。 

② 平成16年6月25日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、取締役および従業員に対し、特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを平成16年６月25日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に上記に定める新株予約権１個当たりの目的と

なる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付され

た証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自

己株式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。なお、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株

式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

  また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする

ときは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 320 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 32,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,240（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格  1,240 

１株当たり資本組入額    620 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

  分割・併合の比率 

      （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

  （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の役員または従業員、あるいは子会社の役

員または従業員であることを要する。 

②会社都合により、上記①の地位を失ったものについては、当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使

することができる。 

③新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

④その他の権利行使の条件については、平成16年６月25日開催の当社第42回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

３．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

③ 平成17年6月23日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、取締役および従業員に対し、特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを平成17年６月23日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に上記に定める新株予約権１個当たりの目的と

なる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 768 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 76,800 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 941（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格    941 

１株当たり資本組入額    471 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

  分割・併合の比率 



 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付され

た証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自

己株式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。なお、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株

式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

  また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする

ときは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の役員または従業員、あるいは子会社の役

員または従業員であることを要する。 

②会社都合により、上記①の地位を失ったものについては、当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使

することができる。 

③新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

④その他の権利行使の条件については、平成17年６月23日開催の当社第43回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

３．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

      （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

  （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



④ 平成18年6月23日決議に係るもの 

 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

（注）１. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額に上記に定める新株予約権１個当たりの目

的となる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算

式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、

（新株予約権または新株予約権が付された証券の行使により新株式を発行もしくは自己株式を交付する場合を

除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。なお、自己株

式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は「処分

前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

 さらに、当社が合併等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式無償割当ての条件等を勘案のうえ、当社が適切と考える方法により合理的な範囲内で

行使価額を調整する。 

２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の役員もしくは従業員、または子会社の役

員もしくは従業員であることを要する。 

②会社都合により、上記①の地位を失った者については、当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使す

ることができる。 

③新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

④その他の権利行使の条件については、平成18年６月23日開催の当社第44回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 952 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 95,200 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 815（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年８月１日 

至 平成23年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格   815 

１株当たり資本組入額   491 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１ 

  分割・併合の比率 

      （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１株当たりの時価 

  （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



３．会社による新株予約権の取得 

①当社の株主総会において、当社が消滅会社となる合併契約書の承認、または当社が完全子会社となる株式交

換契約書の承認、もしくは株式移転の承認がなされたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予約権

に係る義務を承継するときを除き、当社は無償で新株予約権を取得できる。 

②新株予約権の割当てを受けた者が新株予約権を喪失した場合、または「新株予約権の行使の条件」①に定め

る条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できない場合、当社は無償で新株予約権を取得できる。 

⑤ 平成19年6月26日決議に係るもの 

 会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

（注）１. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額に上記に定める新株予約権１個当たりの目

的となる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算

式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、

（新株予約権または新株予約権が付された証券の行使により新株式を発行もしくは自己株式を交付する場合を

除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株

式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

 さらに、当社が合併等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式無償割当ての条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ

る。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,162 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 116,200 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 921（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年８月１日 

至 平成24年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格   921 

１株当たり資本組入額   537 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４） － 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１ 

  分割・併合の比率 

      （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１株当たりの時価 

  （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の役員または従業員、あるいは子会社の役

員または従業員であることを要する。 

②会社都合により、上記①の地位を失った者については、当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使す

ることができる。 

③新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

④その他の権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結

する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

３．当社による新株予約権の取得 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承継するときを除き、当社は新株予約権を無償で取得し消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、上記「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったた

め新株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得し消却することができる。 

４．組織再編時の取扱い 

 合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換、または株式移転等の組

織再編（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）に際しては、組織再編行為の効力発生時点において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、会社法第236条第1項第8号

イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれ

ぞれ交付することとする。この場合、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たな新株予約権を発行する

ものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨、当該組織再編時に締結す

る契約書または計画書等に定めた場合に限るものとする。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数とする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案し、上記「新株予約権の目的となる株式の種類」および「新株予約権の目的と

なる株式の数」に準じて決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 上記１で定められる行使価額につき組織再編行為の条件等を勘案の上調整して得られる再編後払込価額に、

上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

 上記「新株予約権の行使期間」に定める期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日

から、「新株予約権の行使期間」に定める期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

 資本金の増加額は、「会社計算規則」第40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額と

し、その結果1円未満の端数が生じたときは、これを切り上げた額とする。残額は資本準備金に組み入れるもの

とする。 

⑦ 新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 

⑧ 新株予約権の取得条項 

 上記３に準じて決定する。 

５．新株予約権の行使により発生する端数の切捨て 

新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）自己株式の消却による減少であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年５月15日 

 (注) 
△1,895,753 50,000,000 － 31,457 － 7,864 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式4,957千株、日本マスタートラスト信託銀行株式会

社の所有株式3,777千株、ドイチエバンクアーゲーロンドンピービーの所有株式1,315千株、シービーエヌワイデ

ィエフエイインターナショナルキャップバリューポートフォリオの所有株式1,152千株、資産管理サービス信託

銀行株式会社の所有株式1,116千株、およびステートストリートバンクアンドトラストカンパニーの所有株式937

千株は、すべて信託業務に係る株式であります。 

 ２．上記のほか、自己株式が5,592千株あります。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

日立ソフトウェアエンジ

ニアリング株式会社 
東京都品川区東品川４丁目12-７ 10,612 21.22 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社  
東京都中央区晴海１丁目８-11 4,957 9.91 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11-３ 3,777 7.56 

モルガン・スタンレーア

ンドカンパニーインク 

(常任代理人 モルガ

ン・スタンレー証券株式

会社) 

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036, U.S.A. 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20-３ 

 恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

1,361 2.72 

ドイチエバンクアーゲー

ロンドンピービー 

(常任代理人 ドイツ証

券株式会社) 

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANK FURT AM MAIN, 

FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 

（東京都千代田区永田町２丁目11-1 

 山王パークタワー） 

1,315 2.63 

シービーエヌワイディエ

フエイインターナショナ

ルキャップバリューポー

トフォリオ 

(常任代理人 シティバ

ンク銀行株式会社) 

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA, CA 90401 USA 

（東京都品川区東品川２丁目３-14） 
1,152 2.30 

資産管理サービス信託銀

行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８-12 

 晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟 
1,116 2.23 

株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行 
東京都千代田区丸の内２丁目７-１ 1,028 2.06 

ステートストリートバン

クアンドトラストカンパ

ニー 

(常任代理人 株式会社

みずほコーポレート銀行

兜町証券決済業務室) 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６-７） 
937 1.87 

アイネスグループ社員持

株会 
東京都港区赤坂６丁目11-１ 924 1.85 

計 ― 27,182 54.36 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,500株（議決権の数55個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    5,592,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   44,273,900 442,739 － 

単元未満株式 普通株式      133,900 － － 

発行済株式総数 50,000,000 － － 

総株主の議決権 － 442,739 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アイネス 
横浜市都筑区牛久保

３丁目９番２号 
5,592,200 － 5,592,200 11.18 

計 ― 5,592,200 － 5,592,200 11.18 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 849 878 923 939 917 888 

低（円） 723 803 810 822 775 668 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     8,301     9,583     9,296  

２．受取手形及び売掛金 ※２   7,929     7,386     11,185  

３．有価証券     65     85     65  

４．たな卸資産     4,014     2,418     2,501  

５．前払費用     405     391     349  

６．繰延税金資産     2,089     853     1,065  

７．預け金     5,000     6,500     5,000  

８．その他     159     100     135  

  貸倒引当金     △46     △23     △26  

(流動資産合計)     27,919 43.2   27,295 47.1   29,572 45.4 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1) 建物及び構築物 ※１ 18,041     17,462     17,403    

(2）工具器具及び備品   4,724     4,357     4,597    

(3) 土地 ※１ 11,322     11,101     11,101    

(4）減価償却累計額   △11,285     △11,078     △10,962    

(有形固定資産合計)     22,803     21,843     22,139  

２．無形固定資産                    

(1）ソフトウェア   4,722     1,826     4,041    

(2）その他   69     50     52    

(無形固定資産合計)     4,791     1,876     4,094  

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   1,198     1,068     1,041    

(2）長期前払費用   739     1,156     1,256    

(3）繰延税金資産   5,716     3,443     5,693    

(4）長期性預金   200     200     200    

(5）その他   1,251     1,152     1,157    

  貸倒引当金   △3     △38     △38    

(投資その他の資産合計)     9,102     6,982     9,311  

(固定資産合計)     36,698 56.8   30,703 52.9   35,544 54.6 

資産合計     64,617 100.0   57,998 100.0   65,117 100.0 

                     

 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金     1,879     1,602     2,363  

２．短期借入金     120     117     120  

３．１年以内返済予定の
長期借入金 

※１   60     ―     ―  

４．未払費用     1,186     1,174     1,354  

５．未払法人税等     267     154     227  

６．未払消費税等     142     177     320  

７．前受金     307     242     125  

８．賞与引当金     1,207     1,129     1,036  

９．役員賞与引当金     ―     1     6  

10．その他     521     538     808  

(流動負債合計)     5,692 8.8   5,137 8.9   6,362 9.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金     7,216     7,584     7,377  

２．役員退職慰労引当金     330     262     371  

３．その他     543     221     163  

(固定負債合計)     8,090 12.5   8,068 13.9   7,912 12.1 

負債合計     13,782 21.3   13,206 22.8   14,275 21.9 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １．資本金     31,457 48.7   31,457 54.2   31,457 48.3 

 ２．資本剰余金     24,951 38.7   23,143 39.9   24,951 38.3 

 ３．利益剰余金     592 0.9   △4,702 △8.1   1,086 1.7 

 ４．自己株式     △6,438 △10.0   △5,296 △9.1   △6,803 △10.4 

(株主資本合計)     50,563 78.3   44,601 76.9   50,692 77.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

 １．その他有価証券評価
差額金     110 0.2   92 0.2   66 0.1 

(評価・換算差額等合計)     110 0.2   92 0.2   66 0.1 

Ⅲ 新株予約権        2 0.0   18 0.0   10 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     158 0.2   79 0.1   71 0.1 

純資産合計     50,834 78.7   44,792 77.2   50,841 78.1 

負債純資産合計     64,617 100.0   57,998 100.0   65,117 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     19,245 100.0   17,865 100.0   42,992 100.0 

Ⅱ 売上原価     17,291 89.8   16,376 91.7   37,186 86.5 

売上総利益     1,954 10.2   1,489 8.3   5,806 13.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   2,393 12.4   2,101 11.7   4,598 10.7 

営業利益又は 
営業損失（△）     △438 △2.2   △612 △3.4   1,207 2.8 

Ⅳ 営業外収益                    
１．受取利息   17     29     33    
２．受取配当金   7     10     10    
３．不動産賃貸収入   12     18     47    
４．保険配当金   ―     ―     16    
５．持分法による 

投資利益   1     13     8    

６．その他   12     11     39     

  営業外収益合計     51 0.3   83 0.4   155 0.4 

Ⅴ 営業外費用                    
１．支払利息   1     1     2    
２．出資金運用費用   1     0     3    
３．不動産賃貸費用   63     38     129    
４．固定資産維持費用   12     ―     48    
５．たな卸資産評価損   ―     ―     254    

６．その他   10     3     15    

  営業外費用合計     89 0.5   43 0.2   452 1.1 

経常利益又は 
経常損失（△）     △476 △2.4   △571 △3.2   910 2.1 

Ⅵ 特別利益                    
１．投資有価証券売却益   30     107     113    
２．関係会社株式売却益   ―     ―     771    
３．貸倒引当金戻入益   0     ―     ―    
４．関係会社適格年金制

度廃止差益   7     ―     7    

５．その他   6     28     28    

  特別利益合計     44 0.2   135 0.8   921 2.1 

Ⅶ 特別損失                    
１．固定資産除却損 ※２ 10     35     23    
２．投資有価証券売却損   ―     ―     4    
３．投資有価証券評価損   15     ―     28    
４．ソフトウェア除却損   ―     144     399    
５．ソフトウェア評価損   ―     2,277     ―    
６．たな卸資産処分損   ―     ―     556    
７．事業所移転費用   48     ―     48    

８．その他   3     20     64    

  特別損失合計     77 0.4   2,478 13.9   1,126 2.6 

税金等調整前当期純
利益又は中間純損失
（△） 

    △509 △2.6   △2,914 △16.3   704 1.6 

法人税、住民税及び
事業税   201     86     420    

法人税等調整額   △349     2,444     116    

      △148 △0.8   2,530 14.2   536 1.2 

少数株主利益又は 
少数株主損失(△)     △5 △0.0   8 0.0   5 0.0 

当期純利益又は 
中間純損失（△）     △356 △1.8   △5,453 △30.5   162 0.4 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

    ２．連結子会社の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 26,237 △324 △5,937 51,433 

中間連結会計期間中の変動額          

資本剰余金から 

利益剰余金への振替額（注１） 
  △1,286 1,286   ― 

役員賞与（注２）     △12   △12 

中間純損失     △356   △356 

自己株式の取得       △500 △500 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― △1,286 917 △500 △869 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
31,457 24,951 592 △6,438 50,563 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
148 148 ― 168 51,751 

中間連結会計期間中の変動額          

資本剰余金から 

利益剰余金への振替額（注１） 
        ― 

役員賞与（注２）         △12 

中間純損失         △356 

自己株式の取得         △500 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 
△38 △38 2 △10 △46 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△38 △38 2 △10 △916 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
110 110 2 158 50,834 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）取締役会決議による自己株式の消却であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 24,951 1,086 △6,803 50,692 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △335   △335 

中間純損失     △5,453   △5,453 

自己株式の取得       △301 △301 

自己株式の処分（注）   △1,808   1,808 － 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ △1,808 △5,789 1,506 △6,090 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
31,457 23,143 △4,702 △5,296 44,601 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
66 66 10 71 50,841 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △335 

中間純損失         △5,453 

自己株式の取得         △301 

自己株式の処分（注）         － 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 
25 25 8 7 41 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
25 25 8 7 △6,049 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
92 92 18 79 44,792 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

    ２．連結子会社の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 26,237 △324 △5,937 51,433 

連結会計年度中の変動額          

資本剰余金から 

利益剰余金への振替額（注１） 
  △1,286 1,286   ― 

役員賞与（注２）     △12   △12 

当期純利益     162   162 

自己株式の取得       △865 △865 

連結除外に伴う剰余金減少高     △25   △25 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額(純額) 
          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
― △1,286 1,411 △865 △740 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 24,951 1,086 △6,803 50,692 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
148 148 ― 168 51,751 

連結会計年度中の変動額          

資本剰余金から 

利益剰余金への振替額（注１） 
        ― 

役員賞与（注２）         △12 

当期純利益         162 

自己株式の取得         △865 

連結除外に伴う剰余金減少高         △25 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額(純額) 
△81 △81 10 △97 △168 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△81 △81 10 △97 △909 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
66 66 10 71 50,841 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間(当期)純利益 
又は純損失(△) 

  △509 △2,914 704 

減価償却費   2,090 1,272 4,326 

賞与引当金の増減額   100 93 3 

役員賞与引当金の増減額   ― △5 6 

退職給付引当金の増減額   253 207 447 

役員退職慰労引当金の増減額   29 △109 70 

受取利息及び配当金   △24 △39 △44 

支払利息   1 1 2 

持分法による投資損益   △1 △13 △8 

関係会社株式売却益   ― ― △771 

出資金運用費用   1 0 3 

投資有価証券売却損益   △30 △107 △108 

固定資産除却損   10 35 23 

投資有価証券評価損   15 ― 28 

ソフトウェア除却損   ― 144 399 

ソフトウェア評価損   ― 2,277 ― 

たな卸資産処分損   ― ― 556 

売上債権の増減額   1,578 3,916 △2,756 

たな卸資産の増減額   △1,700 △125 △836 

その他の営業資産の増減額   △60 △86 52 

仕入債務の増減額   △605 △933 446 

その他の営業負債の増減額   61 △261 394 

役員賞与の支払額   △12 ― △12 

その他   24 16 42 

小計   1,220 3,367 2,972 

利息及び配当金の受取額   17 40 36 

利息の支払額   △1 △1 △2 

法人税等の還付額   ― 59 ― 

法人税等の支払額   △259 △157 △454 

営業活動によるキャッシュ・フロー   977 3,309 2,552 

 



   

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の預入による純増減額   △79 △0 △79 

有形固定資産の取得による支出   △665 △251 △1,005 

有形固定資産の売却による収入   ― ― 102 

無形固定資産の取得による支出   △1,100 △477 △2,424 

長期前払費用の支出   △249 △271 △960 

連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の売却による支出 

  △55 ― △55 

連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の売却による収入 

  ― ― 2,104 

投資有価証券の取得による支出   △368 △4 △470 

投資有価証券の売却による収入   56 140 248 

貸付金の純増減額   2 △4 5 

その他   5 5 47 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,454 △862 △2,487 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の純増減額   ― △2 ― 

長期借入金の返済による支出   △30 ― △60 

配当金の支払額   △1 △334 △3 

自己株式（金庫株）買取による 
支出 

  △500 △301 △865 

その他   △3 △0 △3 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △536 △638 △932 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △2,013 1,807 △868 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高   15,170 14,301 15,170 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

※1 13,156 16,109 14,301 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社７社はすべて連結されて

おります。 

 連結子会社名は㈱ＫＤＳ、㈱ア

イ・エス・エス、㈱シー・オー・シ

ー、㈱ＩＮＰＭ、㈱ＤＡＣＳ、㈱Ｓ

Ｋサポートサービス、新日本システ

ム・サービス㈱であります。 

 前連結会計年度まで連結子会社で

ありました㈱エス・イー・エィは、

当中間連結会計期間に保有株式の全

てを売却し、子会社に該当しなくな

ったため、連結の範囲から除いてお

ります。 

 子会社６社はすべて連結されて

おります。 

 連結子会社名は㈱ＫＤＳ、㈱ア

イ・エス・エス、㈱シー・オー・シ

ー、㈱ＩＮＰＭ、㈱ＳＫサポートサ

ービス、新日本システム・サービス

㈱であります。 

 子会社６社はすべて連結されて

おります。 

 連結子会社名は㈱ＫＤＳ、㈱ア 

イ・エス・エス、㈱シー・オー・ 

シー、㈱ＩＮＰＭ、㈱ＳＫサポート

サービス、新日本システム・サービ

ス㈱であります。 

 前連結会計年度まで子会社であっ

た、㈱エス・イー・エィは平成18年

６月29日に保有する全株式を売却し

たため、また、㈱ＤＡＣＳは平成19

年３月27日に保有する株式の一部を

売却したため、それぞれ子会社に該

当しなくなりました。 

２．持分法の適用に関する 

事項 

 持分法を適用した関連会社は１

社、エム・シー・エス㈱でありま

す。 

 関連会社 ㈱東京海上日動コミュ

ニケーションズに対する投資額につ

いては、当期純損益及び利益剰余金

等のうち持分に見合う額の合計額

が、当社の中間純損益、連結子会社

の中間純損益及び利益剰余金等のう

ち持分に見合う額の合計額に対し、

いずれも重要性が乏しいため持分法

を適用せず、原価法により評価して

おります。 

 持分法を適用した関連会社は１

社、エム・シー・エス㈱でありま

す。また、持分法を適用していない

関連会社はありません。 

 持分法を適用した関連会社は１

社、エム・シー・エス㈱でありま

す。また、持分法を適用していない

関連会社はありません。 

 前連結会計年度まで、関連会社で

あった ㈱東京海上日動コミュニケ

ーションズは、平成19年３月23日に

保有する株式の一部を売却したた

め、関連会社に該当しなくなりまし

た。 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日）等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致してお

ります。 

同左  すべての連結子会社の会計年度の

末日は、連結決算日と一致しており

ます。 

４．会計処理基準に関する 

事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

ａ．その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定） 

① 有価証券 

ａ．その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

ａ．その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

ａ．仕掛品 個別法による原価法 

ｂ．貯蔵品 最終仕入原価法 

② たな卸資産 

ａ．仕掛品   同左 

ｂ．貯蔵品   同左 

② たな卸資産 

ａ．仕掛品   同左 

ｂ．貯蔵品   同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

ａ．総合研究所・赤坂本社事務

所・高津事業所・幕張事業所の

建物及び子会社の建物の一部 

 定額法 

① 有形固定資産 

ａ．総合研究所・赤坂本社事務

所・高津事業所・幕張事業所の

建物及び子会社の建物の一部 

同左 

① 有形固定資産 

ａ．総合研究所・赤坂本社事務

所・高津事業所・幕張事業所の

建物及び子会社の建物の一部 

同左 

 
ｂ．特定の契約に基づく専用設備 

 定額法 

ｂ．特定の契約に基づく専用設備 

同左 

ｂ．特定の契約に基づく専用設備 

同左 

  ｃ．その他の有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 

       5～63年 

工具器具及び備品 

       4～20年 

ｃ．その他の有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 

       5～63年 

工具器具及び備品 

       4～20年 

ｃ．その他の有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 

       5～63年 

工具器具及び備品 

       4～20年 

    （会計処理の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年4月1

日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しており

ます。 

 これにより営業損失、経常損失

及び税金等調整前中間純損失は、

それぞれ1百万円増加しておりま

す。 

 

    （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

おります。 

 これにより営業損失、経常損失

及び税金等調整前中間純損失は、

それぞれ11百万円増加しておりま

す。 

 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  ａ．自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間

(５年）に基づく定額法 

ａ．自社利用のソフトウェア 

同左 

ａ．自社利用のソフトウェア 

同左 

  ｂ．市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売本数に基づく償却額

と残存有効期間に基づく均等

配分額のいずれか大きい額。 

 見込有効期間は３年以内であ

ります。 

ｂ．市場販売目的のソフトウェア 

同左 

ｂ．市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  ｃ．その他の無形固定資産 

 定額法 

ｃ．その他の無形固定資産 

同左 

ｃ．その他の無形固定資産 

同左 

  ③ 少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年均

等償却 

③ 少額減価償却資産 

同左 

③ 少額減価償却資産 

同左 

  ④ 長期前払費用 

 定額法 

④ 長期前払費用 

同左 

④ 長期前払費用 

同左 

  (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備える

ため、当連結会計年度の賞与支

給見込額のうち当中間連結会計

期間に帰属する部分の金額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備える

ため、翌連結会計年度の賞与支

給見込額のうち当連結会計年度

に帰属する部分の金額（実際支

給見込基準）を計上しておりま

す。 

  ③ 役員賞与引当金 

 （会計処理の変更） 

 当中間連結会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 なお、当中間連結会計期間末に

おいて、支給見込額を合理的に見

積ることが困難であるため、引当

計上しておりません。 

③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるため、 

翌連結会計年度の役員賞与支給見 

込額のうち当中間連結会計期間に 

帰属する部分の金額を計上してお 

ります。 

③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるため、 

翌連結会計年度の役員賞与支給見 

込額のうち当連結会計年度に帰属 

する部分の金額を計上しておりま 

す。 

（会計処理の変更） 

 当連結会計年度より、「役員賞 

与に関する会計基準」（企業会計 

基準第４号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益 

及び税金等調整前当期純利益は、 

それぞれ9百万円減少しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により、按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしてお

ります。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により、按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当中間

連結会計期間末要支給額を計上

しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当連結

会計年度末要支給額を計上して

おります。 

  (ニ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (ホ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

(ホ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

(ホ）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左  同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は50,673百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）並びに

改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」（企業

会計基準第１号 最終改正平成18年８

月11日）及び「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

２号 最終改正平成18年８月11日）を

適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は50,759百万円であ

ります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 

（ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第８号 平成17年12月

27日）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。 

 これにより営業損失、経常損失及び

税金等調整前中間純損失は、それぞれ

２百万円増加しております。 

────── （ストック・オプション等に関する会 

計基準） 

 当連結会計年度より、「ストック・ 

オプション等に関する会計基準」（企 

業会計基準第８号 平成17年12月27 

日）及び「ストック・オプション等に 

関する会計基準の適用指針」（企業会 

計基準適用指針第11号 平成18年５ 

月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び 

税金等調整前当期純利益は、それぞれ 

10百万円減少しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１    ────── ※１    ────── 

建物及び構築物 122百万円 

土地 150 

合計 272 

   

 上記物件について、一年内返

済予定長期借入金60百万円の担

保に供しております。 

   

※２    ────── ※２    ────── ※２ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって

決済処理をしております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機

関の休日であったため、次の連結会

計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれております。 

受取手形    0百万円 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

給与・賞与・手当 980百万円 

賞与引当金繰入額 166 

退職給付費用 71 

福利厚生費 173 

研究開発費 102 

営業支援費 80 

給与・賞与・手当 891百万円

賞与引当金繰入額 171 

退職給付費用 73 

福利厚生費 157 

研究開発費 93 

営業支援費 76 

給与・賞与・手当 2,012百万円

賞与引当金繰入額 195 

退職給付費用 140 

福利厚生費 347 

研究開発費 200 

営業支援費 142 

※２ 固定資産除却損の内訳 

工具器具及び備品 10百万円 

     

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 11百万円

工具器具及び備品 24 

長期前払費用 0 

合計 35 

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 4百万円

工具器具及び備品 19 

合計 23 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加629千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加626千株、単元未

満株式の買取りによる増加２千株であります。 

  

  

  

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  51,895 ― ― 51,895 

合計 51,895 ― ― 51,895 

 自己株式         

   普通株式 （注） 6,007 629 ― 6,636 

合計 6,007 629 ― 6,636 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の 
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間 
増加 

当中間連結
会計期間 
減少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 2 

合計 － － － － － 2 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）1. 普通株式の発行済株式総数の減少1,895千株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少であります。 

 2. 普通株式の自己株式の株式数の増加360千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加357千株、単元

未満株式の買取りによる増加３千株であります。 

 3. 普通株式の自己株式の株式数の減少1,895千株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少であります。

 ３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。  

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式         

   普通株式 （注１） 51,895 － 1,895 50,000 

合計 51,895 － 1,895 50,000 

 自己株式        

   普通株式 （注２，３） 7,127 360 1,895 5,592 

合計 7,127 360 1,895 5,592 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の 
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間 
増加 

当中間連結
会計期間 
減少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 18 

合計 － － － － － 18 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

 （百万円） 

１株当たり配当額

 （円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年６月26日 

 定時株主総会 
普通株式  335 7.5  平成19年３月31日 平成19年６月27日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,119千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加1,114千株、単

元未満株式の買取りによる増加4千株であります。 

  

 ３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額  

該当事項はありません。  

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  51,895 － － 51,895 

合計 51,895 － － 51,895 

 自己株式        

   普通株式 （注） 6,007 1,119 － 7,127 

合計 6,007 1,119 － 7,127 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の 
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高 
（百万円） 前連結会計

年度末 

当連結 
会計年度 
増加 

当連結 
会計年度 
減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 10 

合計 － － － － － 10 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 335 利益剰余金  7.5 平成19年３月31日 平成19年６月27日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在） (平成19年９月30日現在） (平成19年３月31日現在） 

  百万円

現金及び預金勘定 8,301

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等 

△209

有価証券（ＭＭＦ） 65

預け金 5,000

現金及び現金同等物 13,156

  百万円

現金及び預金勘定 9,583

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等 

△59

有価証券（ＭＭＦ） 85

預け金 6,500

現金及び現金同等物 16,109

  百万円

現金及び預金勘定 9,296

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等 

△59

有価証券（ＭＭＦ） 65

預け金 5,000

現金及び現金同等物 14,301



(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 １．借主側 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

工具器
具及び
備品 

9,673 5,862 3,810 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

13,236 7,290 5,945 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

10,846 6,314 4,532 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,310百万円 

１年超 2,706 

合計 4,017 

１年内 1,952百万円 

１年超 4,328 

合計 6,280 

１年内 1,543百万円 

１年超 3,237 

合計 4,781 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 861百万円 

減価償却費相

当額 
821 

支払利息相当

額 
34 

支払リース料 1,024百万円 

減価償却費相

当額 
974 

支払利息相当

額 
64 

支払リース料 1,642百万円 

減価償却費相

当額 
1,566 

支払利息相当

額 
75 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２．貸主側 ２．貸主側 ２．貸主側 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高 

 
取得価額 

（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

中間期末
残高 
（百万円） 

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

0 0 0 

合計 1 1 0 

 
取得価額 

（百万円）

減価償却
累計額 
（百万円）

中間期末
残高 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

0 0 0 

合計 1 1 0 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

0 0 0 

合計 1 1 0 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1百万円 

１年超 0 

合計 1 

１年内 0百万円 

合計 0 

１年内 0百万円 

合計 0 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過リー

ス料中間期末残高及び見積残

存価額の残高の合計額が営業

債権の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利子

込み法によっております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額の算定は、未経過リース料

期末残高及び見積残存価額の

残高の合計額が営業債権の期

末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法によっ

ております。 

(3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 0百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 0百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 1百万円 

減価償却費 0 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 560 744 184 

(2) その他 174 174 0 

合計 734 919 185 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式及び関連会社株式 137 

その他有価証券  

非上場株式 140 

ＭＭＦ 65 

合計 343 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 582 733 151 

(2) その他 25 29 3 

合計 607 763 155 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式及び関連会社株式 132 

その他有価証券  

非上場株式 172 

ＭＭＦ 85 

合計 390 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

(デリバティブ取引関係) 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 560 655 95 

(2) その他 49 66 16 

合計 609 722 112 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式及び関連会社株式 119 

その他有価証券  

非上場株式 199 

ＭＭＦ 65 

合計 384 



(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費  2百万円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役 8名、 当社従業員 176名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 97,000株 

 付与日 平成18年７月31日 

 権利確定条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下、新株予約権者）

は、権利行使時においても、株式会社アイネス役員又は従

業員、あるいは子会社の役員又は従業員であることを要す

る。 

②会社都合により、上記①の地位を失った者については、

当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使すること

が出来る。 

 対象勤務期間 １年間（自平成18年７月31日 至平成19年７月31日） 

 権利行使期間 

 権利確定後４年以内。ただし、会社都合により権利確定後

退職した場合は、退職日より１年以内まで権利行使期間内

の行使が可能。 

 権利行使価格（円） 815 

 付与日における公正な評価単価（円） 167 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費  8百万円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  平成19年ストック・オプション  

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役 10名、 当社従業員 218名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 116,200株 

 付与日 平成19年７月31日 

 権利確定条件 

付与日（平成19年7月31日）以降、権利確定日（平成20年7

月31日）まで継続して株式会社アイネス役員又は従業員、

あるいは子会社の役員又は従業員であることを要する。た

だし、会社都合により退任・退職した場合は、退任・退職

後１年間に限り権利行使できる。 

 対象勤務期間 

自平成19年7月31日 至平成20年7月31日 

ただし、当該期間中に会社都合により退任・退職した場合

は、平成19年7月31日から退任・退職日までが対象勤務期

間となる。 

 権利行使期間 

自平成20年8月1日 至平成24年7月31日 

ただし、会社都合により退任・退職した場合は、退任・退

職後１年間に限り権利行使できる。 

 権利行使価格（円） 921 

 付与日における公正な評価単価（円） 153 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費  10百万円 

  

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  

平成１3年 

ストック・ 

オプション 

平成１4年 

ストック・ 

オプション 

平成15年 

ストック・ 

オプション 

平成16年 

ストック・ 

オプション 

平成17年 

ストック・ 

オプション 

平成18年 

ストック・ 

オプション 

付与対象者の

区分及び人数 

当社取締役  4名 

当社従業員 36名 

当社取締役  1名 

当社従業員 50名 

当社取締役  3名 

当社従業員 26名 

当社取締役  5名 

当社従業員 55名 

当社取締役   7名 

当社従業員 134名 

当社取締役   8名 

当社従業員 176名 

株式の種類別

のストック・

オプションの

数 

普通株式 105,000株 普通株式 105,000株 普通株式 73,000株 普通株式 38,600株 普通株式 78,200株 普通株式 97,000株

付与日 平成13年８月１日 平成14年８月29日 平成15年６月30日 平成16年６月30日 平成17年６月30日 平成18年７月31日 

権利確定条件 

付与日（平成13年8 

月1日）以降、権利 

確定日（平成15年6 

月30日）まで継続 

して株式会社アイ 

ネス役員又は従業 

員であることを要 

する。ただし、会 

社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後 

６ヶ月間に限り権 

利行使できる。 

付与日（平成14年8 

月29日）以降、権 

利確定日（平成16 

年6月30日）まで継 

続して株式会社ア 

イネス役員又は従 

業員であることを 

要する。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後 

６ヶ月間に限り権 

利行使できる。 

付与日（平成15年6 

月30日）以降、権 

利確定日（平成17 

年6月30日）まで継 

続して株式会社ア 

イネス役員又は従 

業員であることを 

要する。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後 

６ヶ月間に限り権 

利行使できる。 

付与日（平成16年6 

月30日）以降、権 

利確定日（平成17 

年6月30日）まで継 

続して株式会社ア 

イネス役員又は従 

業員、あるいは子 

会社の役員又は従 

業員であることを 

要する。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後１

年間に限り権利行 

使できる。 

付与日（平成17年6

月30日）以降、権 

利確定日（平成18 

年6月30日）まで継 

続して株式会社ア 

イネス役員又は従 

業員、あるいは子 

会社の役員又は従 

業員であることを 

要する。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後１ 

年間に限り権利行 

使できる。 

付与日（平成18年6 

月30日）以降、権 

利確定日（平成19 

年7月31日）まで継 

続して株式会社ア 

イネス役員又は従 

業員、あるいは子 

会社の役員又は従 

業員であることを 

要する。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後１

年間に限り権利行 

使できる。 

対象勤務期間 

約２年（自平成13 

年8月1日 至平成 

15年6月30日）。た 

だし、当該期間中 

に会社都合により 

退任・退職した場 

合は、平成13年8月 

1日から退任・退職 

日までが対象勤務 

期間となる。 

約２年（自平成14 

年8月29日 至平成 

16年6月30日）。た 

だし、当該期間中 

に会社都合により 

退任・退職した場 

合は、平成14年8月 

29日から退任・退 

職日までが対象勤 

務期間となる。 

約２年（自平成15 

年6月30日 至平成 

17年6月30日）。た 

だし、当該期間中 

に会社都合により 

退任・退職した場 

合は、平成15年6月 

30日から退任・退 

職日までが対象勤 

務期間となる。 

約１年（自平成16年

6月30日 至平成17 

年6月30日）。ただ 

し、当該期間中に 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、平成16年6月30 

日から退任・退職 

日までが対象勤務 

期間となる。 

約１年（自平成17年 

6月30日 至平成18 

年6月30日）。ただ 

し、当該期間中に 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、平成17年6月30 

日から退任・退職 

日までが対象勤務 

期間となる。 

約１年（自平成18年

7月31日 至平成19 

年7月31日）。ただ 

し、当該期間中に 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、平成18年7月31 

日から退任・退職 

日までが対象勤務 

期間となる。 

権利行使期間 

 権利確定後３年間 

（自平成15年7月1 

日 至平成18年6月 

30日）。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後 

６ヶ月間に限り権 

利行使できる。 

権利確定後３年間 

（自平成16年7月1 

日 至平成19年6月 

30日）。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後 

６ヶ月間に限り権 

利行使できる。 

権利確定後３年間 

（自平成17年7月1 

日 至平成20年6月 

30日）。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後 

６ヶ月間に限り権 

利行使できる。 

権利確定後４年間 

（自平成17年7月1 

日 至平成21年6月 

30日）。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後１

年間に限り権利行 

使できる。 

権利確定後４年間 

（自平成18年7月1 

日 至平成22年6月 

30日）。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後１ 

年間に限り権利行 

使できる。 

権利確定後４年間 

（自平成19年8月1 

日 至平成23年7月 

31日）。ただし、 

会社都合により退 

任・退職した場合 

は、退任・退職後１

年間に限り権利行 

使できる。 

権利行使価格

（円） 
1,353 898 872 1,240 941 815 

付与日におけ

る公正な評価

単価（円） 

－ － － － － 167 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当連結グループの情報サービス業の

売上高及び営業利益の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連

結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はあ

りません。 

(１株当たり情報) 

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,119.65円 １株当たり純資産額 1,006.45円 １株当たり純資産額 1,133.84円 

１株当たり中間純損失金額 7.82円 １株当たり中間純損失金額 122.32円 １株当たり当期純利益金額 3.59円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

当期純利益又は中間純損失（△） 

（百万円） 
△356 △5,453 162 

普通株式に係る当期純利益又は 

中間純損失（△）（百万円） 
△356 △5,453 162 

期中平均株式数（千株） 45,592 44,583 45,314 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権５種類(新

株予約権の数3,468個) 

新株予約権４種類(新

株予約権の数2,680個) 

新株予約権５種類(新

株予約権の数3,422個) 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ──────  平成19年４月25日開催の取締役会に

おいて、会社法第178条の規定に基づ

く自己株式の消却を決議し、以下のと

おり実施いたしました。 

 １．消却した株式の種類 

   普通株式 

 ２．消却した株式の数 

   1,895,753株 

     （消却前の発行済株式総数の 

    3.65％）         

 ３．消却手続完了日 

   平成19年５月15日 

 

 ・消却後の発行済株式総数 

  50,000,000株 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   6,347     8,165     7,890    

２．受取手形   8     17     18    

３．売掛金   6,728     6,563     10,328    

４．有価証券   65     85     65    

５．仕掛品   3,788     2,275     2,401    

６．貯蔵品   52     54     56    

７．繰延税金資産   1,582     766     973    

８．預け金   5,000     6,500     5,000    

９．その他 ※２ 566     472     461    

  貸倒引当金   △44     △22     △25    

(流動資産合計)     24,094 39.1   24,879 44.6   27,169 43.1 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1) 建物   9,243     8,862     9,016    

(2) 工具器具及び備品   1,266     1,158     1,307    

(3) 土地   10,507     10,436     10,436    

(4) その他   68     64     65    

(有形固定資産合計)   21,086     20,521     20,825    

２．無形固定資産                    

  (1) ソフトウェア   4,525     1,783     3,990    

  (2) その他   40     35     38    

(無形固定資産合計)   4,565     1,819     4,028    

３．投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   1,015     926     910    

(2) 関係会社株式    2,905     1,506     1,506    

(3) 繰延税金資産   5,358     3,230     5,511    

(4) その他   2,566     2,968     3,073    

  貸倒引当金   △3     △38     △38    

(投資その他の資産合計)   11,842     8,592     10,963    

(固定資産合計)     37,495 60.9   30,933 55.4   35,817 56.9 

資産合計     61,589 100.0   55,812 100.0   62,987 100.0 

 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   1,686     1,530     2,272    

２．未払費用   1,044     1,024     1,209    

３．未払法人税等   74     80     95    

４．賞与引当金   961     959     867    

５．その他 ※２ 835     806     1,109    

(流動負債合計)     4,601 7.5   4,401 7.9   5,555 8.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金   6,794     7,168     6,969    

２．役員退職慰労引当金   226     138     259    

３．その他   181     221     163    

(固定負債合計)     7,202 11.7   7,529 13.5   7,392 11.8 

負債合計     11,803 19.2   11,931 21.4   12,947 20.6 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １．資本金     31,457 51.1   31,457 56.4   31,457 49.9 

 ２．資本剰余金                    

(1) 資本準備金   7,864     7,864     7,864    

(2) その他資本剰余金   17,086     15,278     17,086    

(資本剰余金合計)     24,951 40.5   23,143 41.5   24,951 39.6 

 ３．利益剰余金                    

(1) その他利益剰余金                    

繰越利益剰余金   △294     △5,532     358    

(利益剰余金合計)     △294 △0.5   △5,532 △10.0   358 0.6 

 ４．自己株式     △6,438 △10.5   △5,296 △9.5   △6,803 △10.8 

(株主資本合計)     49,676 80.6   43,772 78.4   49,964 79.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

 １．その他有価証券 
評価差額金     106 0.2   90 0.2   64 0.1 

(評価・換算差額等合計)     106 0.2   90 0.2   64 0.1 

Ⅲ 新株予約権     2 0.0   18 0.0   10 0.0 

純資産合計     49,786 80.8   43,881 78.6   50,039 79.4 

負債純資産合計     61,589 100.0   55,812 100.0   62,987 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     15,263 100.0   15,588 100.0   34,621 100.0 

Ⅱ 売上原価     14,240 93.3   14,612 93.7   30,785 88.9 

売上総利益     1,023 6.7   975 6.3   3,835 11.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,886 12.4   1,779 11.4   3,575 10.3 

営業利益 
又は営業損失(△)     △863 △5.7   △804 △5.1   260 0.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   338 2.2   187 1.2   462 1.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２   80 0.5   86 0.6   441 1.3 

経常利益 
又は経常損失(△)     △605 △4.0   △702 △4.5   281 0.8 

Ⅵ 特別利益 ※３   34 0.2   113 0.7   1,290 3.7 

Ⅶ 特別損失 ※４   35 0.2   2,478 15.9   1,023 2.9 

税引前当期純利益 
又は中間純損失(△)     △606 △4.0   △3,068 △19.7   548 1.6 

法人税、住民税 
及び事業税   16     17     32    

法人税等調整額   △328 △312 △2.1 2,469 2,486 15.9 157 189 0.6 

当期純利益 
又は中間純損失(△)     △294 △1.9   △5,555 △35.6   358 1.0 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 プログラム

等準備金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 7,864 18,373 26,237 106 1,500 △2,893 △1,286 △5,937 50,471 

中間会計期間中の変動額                    

その他資本剰余金から 

繰越利益剰余金への振替額 

（注） 

    △1,286 △1,286     1,286 1,286   － 

プログラム等準備金取崩額 

（注） 
        △106   106 －   － 

別途積立金取崩額（注）           △1,500 1,500 －   － 

中間純損失             △294 △294   △294 

自己株式の取得                 △500 △500 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額 

合計      （百万円） 
－ － △1,286 △1,286 △106 △1,500 2,598 992 △500 △794 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
31,457 7,864 17,086 24,951 － － △294 △294 △6,438 49,676 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
144 144 － 50,616 

中間会計期間中の変動額        

その他資本剰余金から 

繰越利益剰余金への振替額 

（注） 

      － 

プログラム等準備金取崩額 

（注） 
      － 

別途積立金取崩額（注）       － 

中間純損失       △294 

自己株式の取得       △500 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

△37 △37 2 △35 

中間会計期間中の変動額  

合計      （百万円） 
△37 △37 2 △830 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
106 106 2 49,786 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）取締役会決議による自己株式の消却であります。 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本準備金 

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金

合計 
繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 7,864 17,086 24,951 358 358 △6,803 49,964 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当         △335 △335   △335 

中間純損失         △5,555 △5,555   △5,555 

自己株式の取得             △301 △301 

自己株式の処分（注）     △1,808 △1,808     1,808 － 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計   

（百万円） 
－ － △1,808 △1,808 △5,891 △5,891 1,506 △6,192 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
31,457 7,864 15,278 23,143 △5,532 △5,532 △5,296 43,772 

 
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
64 64 10 50,039 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △335

中間純損失       △5,555 

自己株式の取得       △301 

自己株式の処分（注）       － 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

26 26 8 34 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
26 26 8 △6,158 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
90 90 18 43,881 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 プログラム

等準備金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 7,864 18,373 26,237 106 1,500 △2,893 △1,286 △5,937 50,471 

事業年度中の変動額                    

その他資本剰余金から 

繰越利益剰余金への振替額 

（注） 

    △1,286 △1,286     1,286 1,286   － 

プログラム等準備金取崩額 

（注） 
        △106   106 －   － 

別途積立金取崩額（注）           △1,500 1,500 －   － 

当期純利益             358 358   358 

自己株式の取得                 △865 △865 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額） 

                    

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △1,286 △1,286 △106 △1,500 3,251 1,644 △865 △507 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 7,864 17,086 24,951 － － 358 358 △6,803 49,964 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
144 144 － 50,616 

事業年度中の変動額        

その他資本剰余金から 

繰越利益剰余金への振替額 

（注） 

      － 

プログラム等準備金取崩額 

（注） 
      － 

別途積立金取崩額（注）       － 

当期純利益       358 

自己株式の取得       △865 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額） 

△80 △80 10 △69 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△80 △80 10 △576 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
64 64 10 50,039 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準 

 及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法 

貯蔵品 

終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の 

 減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

①総合研究所・赤坂本社事務所・ 

高津事業所及び幕張事業所の建物 

定額法 

(1）有形固定資産 

①総合研究所・赤坂本社事務所・ 

高津事業所及び幕張事業所の建物 

同左 

(1）有形固定資産 

①総合研究所・赤坂本社事務所・高

津事業所及び幕張事業所の建物 

同左 

 
②特定の契約に基づく専用設備 

定額法 

②特定の契約に基づく専用設備 

同左 

②特定の契約に基づく専用設備 

同左 

  ③その他の有形固定資産 

定率法 

③その他の有形固定資産 

定率法 

②その他の有形固定資産 

定率法 

   主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

  建物及び構築物 ５～63年

工具器具及び備品 ４～20年

建物及び構築物 ５～63年

工具器具及び備品 ４～20年

建物及び構築物 ５～63年

工具器具及び備品 ４～20年

    （会計処理の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年4月1日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 これにより営業損失、経常損失及

び税引前中間純損失は、それぞれ1百

万円増加しております。 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。 

 これにより営業損失、経常損失及

び税引前中間純損失は、それぞれ10

百万円増加しております。 

  

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  ①自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

①自社利用のソフトウェア 

同左 

①自社利用のソフトウェア 

同左 

  ②市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売本数に基づく償却額と残

存有効期間に基づく均等配分額のい

ずれか大きい額。 

見込有効期間は３年以内でありま

す。 

②市場販売目的のソフトウェア 

同左 

②市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  ③その他の無形固定資産 

定額法 

③その他の無形固定資産 

同左 

③その他の無形固定資産 

同左 

  (3) 少額減価償却資産 

  取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却 

(3) 少額減価償却資産 

同左 

(3) 少額減価償却資産 

同左 

    (4) 長期前払費用 

定額法 

(4) 長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備えるた

め、当事業年度の賞与支給見込額の

うち当中間会計期間に帰属する部分

の金額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備えるた

め、翌事業年度の賞与支給見込額の

うち当期に帰属する部分の金額（実

際支給見込基準）を計上しておりま

す。 

  (3) 役員賞与引当金 

 （会計処理の変更） 

 当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

 なお、当中間会計期間末におい

て、支給見込額を合理的に見積るこ

とが困難であるため、引当計上して

おりません。 

(3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるため、翌

事業年度の役員賞与支給見込額のう

ち当中間会計期間に帰属する部分の

金額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるため、翌 

事業年度の役員賞与支給見込額のう 

ち当事業年度に帰属する部分の金額 

を計上しております。 

 （会計処理の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用して

おります。 

 なお、これによる影響はありませ 

ん。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとして

おります。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく当中間会計期間

末要支給額を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

４．リース取引の 

 処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は49,783百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関 

する会計基準） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に 

関する会計基準等の一部改正） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純 

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）並びに改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準」（企業会計基準第１

号 終改正平成18年８月11日）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第２号 終改正平成

18年８月11日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありま

せん。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に 

相当する金額は50,028百万円でありま 

す。 

 財務諸表等規則の改正により、当事 

業年度における財務諸表は、改正後の 

財務諸表等規則により作成しておりま 

す。 

（ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号 平成18年５月

31日）を適用しております。 

 これにより営業損失、経常損失及び

税引前中間純損失は、それぞれ２百万

円増加しております。 

────── （ストック・オプション等に関する会 

計基準） 

 当事業年度より、「ストック・オプ 

ション等に関する会計基準」（企業会 

計基準第８号 平成17年12月27日）及 

び「ストック・オプション等に関する 

会計基準の適用指針」（企業会計基準 

適用指針第11号 平成18年５月31日） 

を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び 

税引前当期純利益は、それぞれ10百万 

円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

10,040 百万円 10,428 百万円 10,338 百万円

     

※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い  

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺してその差額を流動負債「その

他」に含めて表示しております。 

同左 ──────  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 16 百万円 

受取配当金 237 

不動産賃貸収入 76 

受取利息 25 百万円 

受取配当金 77 

不動産賃貸収入 75 

受取利息 31 百万円 

受取配当金 240 

不動産賃貸収入 154 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

出資金運用費用 1 百万円 

不動産賃貸費用 63 

固定資産維持費用 12 

不動産賃貸費用 83 百万円  出資金運用費用 3 百万円 

不動産賃貸費用 129 

固定資産維持費用 48 

たな卸資産評価損 254 

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 29 百万円  投資有価証券売却益 107 百万円  投資有価証券売却益 32 百万円 

関係会社株式売却益 1,222 百万円 

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券評価損 15 百万円 

関係会社株式売却損 10 

固定資産除却損 9 

ソフトウェア評価損 2,277 百万円 

ソフトウェア除却損 144 

固定資産除却損 35 

投資有価証券評価損 28 百万円 

ソフトウェア除却損 399 

たな卸資産処分損 556 

固定資産除却損 21 

     

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 455 百万円 

無形固定資産 1,426 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 432 百万円 

無形固定資産 583 

  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 956 百万円 

無形固定資産 2,862 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加629千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加626千株、単元未

満株式の買取りによる増加２千株であります。 

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）1. 普通株式の自己株式の株式数の増加360千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加357千株、単元

未満株式の買取りによる増加３千株であります。 

2. 普通株式の自己株式の株式数の減少1,895千株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少でありま

す。 

 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,119千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加1,114千株、単

元未満株式の買取りによる増加４千株であります。 

  
前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株）

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 普通株式 （注） 6,007 629 － 6,636 

     合計 6,007 629 － 6,636 

  
前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株）

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 普通株式 （注１，２） 7,127 360 1,895 5,592 

     合計 7,127 360 1,895 5,592 

  
前事業年度末 

株式数（千株） 

当事業年度 

増加株式数（千株）

当事業年度 

減少株式数（千株） 

当事業年度末 

株式数（千株） 

 普通株式 （注） 6,007 1,119 － 7,127 

     合計 6,007 1,119 － 7,127 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 １．借主側 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

工具器
具及び
備品 

9,019 5,444 3,574 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

12,978 7,171 5,807 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

10,636 6,218 4,417 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,232百万円 

１年超 2,536 

合計 3,768 

１年内 1,901百万円 

１年超 4,232 

合計 6,133 

１年内 1,497百万円 

１年超 3,164 

合計 4,661 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 794百万円 

減価償却費相

当額 
757 

支払利息相当

額 
31 

支払リース料 996百万円 

減価償却費相

当額 
948 

支払利息相当

額 
63 

支払リース料 1,600百万円 

減価償却費相

当額 
1,526 

支払利息相当

額 
73 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．貸主側 ２．貸主側 ２．貸主側 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

中間期末
残高 
（百万円） 

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

0 0 0 

合計 1 1 0 

 
取得価額 
（百万円）

減価償却
累計額 
（百万円）

中間期末
残高 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

0 0 0 

合計 1 1 0 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

0 0 0 

合計 1 1 0 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1百万円 

１年超 0 

合計 1 

１年内 0百万円 

合計 0 

１年内 0百万円 

合計 0 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過リース

料中間期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額が営業債権の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法によ

っております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

の算定は、未経過リース料期末

残高及び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の期末残高等

に占める割合が低いため、受取

利子込み法によっております。 

(3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 0百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 0百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 1百万円 

減価償却費 0 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,099.97円 

１株当たり中間純損失金額 6.45円 

１株当たり純資産額 987.72円

１株当たり中間純損失金額 124.60円

１株当たり純資産額 1,117.51円

１株当たり当期純利益金額 7.92円

 なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

当期純利益又は中間純損失（△） 

（百万円） 
△294 △5,555 358 

普通株式に係る当期純利益又は 

中間純損失（△）（百万円） 
△294 △5,555 358 

期中平均株式数（千株） 45,592 44,583 45,314 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権５種類(新株

予約権の数3,468個) 

新株予約権４種類(新株

予約権の数2,680個) 

新株予約権５種類(新株

予約権の数3,422個) 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ──────  平成19年４月25日開催の取締役会に

おいて、会社法第178条の規定に基づ

く自己株式の消却を決議し、以下のと

おり実施いたしました。 

 １．消却した株式の種類 

   普通株式 

 ２．消却した株式の数 

   1,895,753株 

     （消却前の発行済株式総数の 

    3.65％）         

 ３．消却手続完了日 

   平成19年５月15日 

 

 ・消却後の発行済株式総数 

  50,000,000株 



(2)【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第45期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月26日 関東財務局長に提出 

(2)自己株券買付状況報告書 

報告期間     （自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日）平成19年４月12日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日）平成19年５月11日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成19年５月１日 至 平成19年５月31日）平成19年６月12日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成19年６月１日 至 平成19年６月30日）平成19年７月13日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成19年７月１日 至 平成19年７月31日）平成19年８月14日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成19年８月１日 至 平成19年８月31日）平成19年９月13日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成19年９月１日 至 平成19年９月30日）平成19年10月12日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成19年10月１日 至 平成19年10月31日）平成19年11月12日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成19年11月１日 至 平成19年11月30日）平成19年12月10日 関東財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月21日

株式会社アイネス    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 尾﨑 隆之 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アイネス及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月18日

株式会社アイネス    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 尾﨑 隆之 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイネスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アイネス及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月21日

株式会社アイネス    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 尾﨑 隆之 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイネスの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月18日

株式会社アイネス    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 尾﨑 隆之 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイネスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第46期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイネスの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3）ライツプランの内容
	(4）発行済株式総数、資本金等の状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/73
	pageform2: 2/73
	form1: EDINET提出書類  2007/12/19 提出
	form2: 株式会社アイネス(941062)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/73
	pageform4: 4/73
	pageform5: 5/73
	pageform6: 6/73
	pageform7: 7/73
	pageform8: 8/73
	pageform9: 9/73
	pageform10: 10/73
	pageform11: 11/73
	pageform12: 12/73
	pageform13: 13/73
	pageform14: 14/73
	pageform15: 15/73
	pageform16: 16/73
	pageform17: 17/73
	pageform18: 18/73
	pageform19: 19/73
	pageform20: 20/73
	pageform21: 21/73
	pageform22: 22/73
	pageform23: 23/73
	pageform24: 24/73
	pageform25: 25/73
	pageform26: 26/73
	pageform27: 27/73
	pageform28: 28/73
	pageform29: 29/73
	pageform30: 30/73
	pageform31: 31/73
	pageform32: 32/73
	pageform33: 33/73
	pageform34: 34/73
	pageform35: 35/73
	pageform36: 36/73
	pageform37: 37/73
	pageform38: 38/73
	pageform39: 39/73
	pageform40: 40/73
	pageform41: 41/73
	pageform42: 42/73
	pageform43: 43/73
	pageform44: 44/73
	pageform45: 45/73
	pageform46: 46/73
	pageform47: 47/73
	pageform48: 48/73
	pageform49: 49/73
	pageform50: 50/73
	pageform51: 51/73
	pageform52: 52/73
	pageform53: 53/73
	pageform54: 54/73
	pageform55: 55/73
	pageform56: 56/73
	pageform57: 57/73
	pageform58: 58/73
	pageform59: 59/73
	pageform60: 60/73
	pageform61: 61/73
	pageform62: 62/73
	pageform63: 63/73
	pageform64: 64/73
	pageform65: 65/73
	pageform66: 66/73
	pageform67: 67/73
	pageform68: 68/73
	pageform69: 69/73
	pageform70: 70/73
	pageform71: 71/73
	pageform72: 72/73
	pageform73: 73/73


